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災害、事故、事件などの危機的状況において、被害や混乱のただ中にある⼦どもたちに

マイクやカメラが向けられ、その⾔葉や表情が報道に利⽤される場⾯が少なくありません。
顔をぼかす、⾜元だけを映すなどの映像もテレビ報道でよく⾒かけます。報道する側は⼦
どもが特定されないような「配慮」をしているのでしょうが、関係者が⾒れば簡単に特定
できてしまいます。時には顔を出してのインタビューも⾒受けられます。これらの映像が
テレビの⼀過性のニュースで報じられるだけではなく、切り取られて SNS で拡散される恐
れもあります。 

 
災害や事故、事件の直後の⼦どもたちは、強い不安や恐怖、悲しみ、混乱の中にありま

す。そのような時期に体験を語らせたり、当時の状況を思い出させたりすることは、⼼理
的負担を増⼤させ、再トラウマ化を引き起こす危険性があることは、以前から⼼理学や教
育の専⾨家が指摘してきました。危機的状況下の⼦どもに必要なのは証⾔することではな
く、⼼⾝の安全を確保し、安⼼できる環境の中で回復に向かうことです。 

  
「保護者が承諾したから問題ない」という考え⽅にも⼤きな問題があります。災害や事

故の直後には、保護者⾃⾝も強いストレスやショックを受けており、冷静な判断が困難な
状態にあります。その状況で得られた同意を根拠として⼦どもへの取材を正当化すること
は、⼦どもの最善の利益を守ることにはなりません。保護者の同意は、⼦どもへの取材に
よる⼼理的リスクを消し去るものではないのです。 

 
報道には重要な社会的役割があります。しかし、社会の「知る権利」が、⼦どもの⼼⾝

の安全や尊厳より優先されることは決してあってはなりません。⼦どもの証⾔がなくても、
災害や事故、事件の実態を伝えることは⼗分可能です。⼀⽅で、⼀度傷ついた⼦どもの⼼
は容易には回復しません。報道のために⼦どもを再び傷つけることは許されないのです。
ましてや、⼦どもをスクープ合戦の被害者にする⾏為は絶対に許されません。 

 
私たちは、災害、事故、事件直後の⼦どもへの取材（特にカメラやマイクを向けてのイ

ンタビュー）を原則として禁⽌するべきだと考えています。これは⼦どもの権利と⼈権を
守るための最低限の社会的責任です。⼦どもたちに必要なのは、安⼼して泣き、休み、⽇
常を回復できる環境です。 

 
報道機関には⼦どもの安全と安⼼を最優先した取材活動に留意していただくこと、⾏政

と⽴法機関は⾃主規制任せではなく、危機的状況下における⼦どもへの取材を明確に禁⽌



する制度、あるいは⼦どもの安全と安⼼を保障するより厳格な取材ルールを整備していた
だくことを望みます。 


